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「ＩＣＴ活用の課題とのその解決策について」（第４回資料１）に対する各構成員からの意見と対応案の整理 

 

原 案 修正案 意見要旨 

３（２）サービス利用等の各場面での ICT

の活用 

  

より具体的に、サービス利用申請、相談か

らサービスの利用、関係者との情報共有、

サービス提供者の行政との手続きの各段階

で ICT の活用場面を例示したものが（資料

９）である。 

既に実用段階のものあるが ICT 技術が進歩

した将来の姿として、より具体的に、サー

ビス利用申請、相談からサービスの利用、

関係者との情報共有、サービス提供者の行

政との手続きの各段階で ICT の活用場面を

例示したものが資料９である。 

・資料９は理想形での取組みであり、ICT の

導入・取組みのハードルを下げる記述を加

えてはどうか。 

～スマートフォン等の活用によりサービス

利用者等の状況の共有情報共有の効率化が

図られ、ひいては、サービスの質の向上が

図られるといった ICT 活用の効果が期待で

きる。 

また、スマートフォン、ウェアラブル端末

等の既存技術の活用によりサービス利用者

等の状況の共有や情報共有の効率化が図ら

れるといった効果が期待でき、ひいては、

アセスメントの効率化、サービスの質の向

上、アウトカム重視のサービス提供の推進

といった ICT 活用の効果が期待できる。 

・ICT の導入はアセスメントの効率化やサー

ビスの質の向上などの効果を生み、利用者

の要介護度の軽減のほか、アウトカム重視

のサービスの推進につながる面もある。 

４ ICT 活用の基本的考え方   

～地域における情報基盤の整備、情報セキ

ュリティの確保、必要な財源の確保が不可

欠であることは言うまでもないが、併せ

て、次の点が重要である。 

～地域における情報基盤の整備、情報セキ

ュリティの確保、必要な財源の確保が不可

欠であることは言うまでもないが、これら

に併せて、３で示した将来の地域包括ケア

システムを構築していくためには、次に掲

げる基本的な考え方をもとに、先端技術だ

けでなく、既存の技術の利用、応用により

身近なところから着実に ICT 活用の取組み

を進めていくことが重要である。 

・最先端技術だけでなく、既存の技術の利

用・応用により身近なところから ICT の取

組を進めることが必要。 

資料１ 



（２）マネジメント   

ICT の統合的な導入、活用のためには、それ

をマネジメントできるだけの人材や機能を

施設、地域に配置・整備する必要がある。 

ICT の統合的な導入、活用のためには、それ

をマネジメントできるだけの人材教育を行

うなどして介護施設等や地域に配置・整備

する必要がある。 

・新たに人材も持ってくることは難しいた

め、今、地域・施設等にいる人材を育成す

ることも重要。 

（４）既存技術の活用   

地域において ICT の活用を普及させていく

ためには、最先端の技術の活用だけでな

く、既に普及している技術の標準化を図る

とともに、地域の実情に応じて利用、応用

していくことが必要である。 

地域において ICT の活用を普及させていく

ためには、最先端の技術の活用だけでな

く、既に普及している技術の利用や標準化

を図るとともに、地域の実情に応じて本来

の利用効果に限らず複合的な効果を勘案し

ながら利用、応用していくことが必要であ

る。 

・利用者や家族、施設職員等が ICT を利用

しやすい仕組みをどう作っていくのか。 

・ICT 導入による効果が複合的に波及するこ

とを考慮することが必要。 

５（１）マネジメント人材の育成   

解決策：ICT 導入のためのガイドラインの作

成、普及 

    人材育成のための研修 

    外部機関の活用 

解決策：ICT 導入を円滑に進めるための手法

の普及 

    既存の施設管理者研修などに ICT

マネジメントに関する内容を追加    

社会福祉協議会などの活用 

 

・ガイドライン作成が目的となり、人材育

成につながらないことも、具体的な方法等

をイメージできる記載としてはどうか。 

・新たに研修を立てるのではなく、既存の

あらゆる階層・場面での研修の中に ICT に

関することを盛り込んでいくべきではない

か。 

・外部機関はどこを想定しているのか。 

・普通の人たちが知るきっかけを増やし、

身近なものを使おうとすることが重要。 

・利用者だけでなく、家族や周囲の支援者

の知識向上も必要。 

（２）ICT に関する情報の普及、情報格差  

解決策：ICT・介護ロボットに関する情報発

信の充実（情報サイトの整備な

ど） 

    ICT・介護ロボット普及のための人

材（コーディネーター）育成 

    情報格差をなくすための教育・相

談体制の充実 

解決策：ICT・介護ロボットに関する情報発

信（機器・技術・導入事例等）の

充実（情報サイトの整備など） 

    ICT・介護ロボット普及のための人

材（コーディネーター）育成 

    情報格差をなくすための教育・相

談体制の充実 

    社会福祉協議会などの活用  

 



（３）既存技術の活用   

解決策：既存技術を活用できる人材の育成 解決策：既存技術の応用事例に関する情報

の普及 

・人材育成のみではなく、身近にある技術

の活用方法や活用事例の情報提供が重要。 

（４）費用負担   

解決策：介護保険による対応（介護報酬に

おける ICT・介護ロボット利用の位

置づけの明確化） 

解決策：介護保険による対応（介護報酬に

おけるソフトウェア利用を含めた

ICT・介護ロボット利用の位置づけ

の明確化） 

    ICT・介護ロボット利用促進に関す

る通信会社等の民間サービスとの

協同（高齢者遠隔見守りサービス

など） 

・ICT はハード機器だけでなくソフトウェア

で提供されたものもある。また、これら費

用をどう考えるか。 

・民間サービスで高齢者の見守りサービス

も行われており、今後は例えば通信会社が

提供するサービスと協同することも考えら

れる。 

 



機密性２： 

資料２ 

 

地域包括ケアシステム維持のためのＩＣＴの活用に関する研究会 

報告書（案） 

ICT 活用の課題とその解決策について 

 

令和５年〇月〇日 

<東北厚生局> 

<地域包括ケアシステム～研究会> 

 

１ はじめに 

地域包括ケアシステム維持のための ICT の活用に関する研究会は、今後、

東北地方の人口が急激に減少し、サービス提供者や行政担当者の減少、過疎

化により効率的なサービス提供が困難になり、地域包括ケアシステムを維持

できない可能性があるため、この問題に対応するための ICT の活用方策を検

討し、東北６県、市町村の地域包括ケア施策実施の参考となる将来ビジョン

を提示することを目的とし、令和４年１１月から令和５年〇月までの間、計

〇回開催した。（別紙１：開催状況。別紙２：構成員名簿）本報告書は、研

究会における議論、そこで出された意見を踏まえ、東北厚生局において取り

まとめたものである。 

 

２１ 東北における人口状況等 

（１）人口について 

「日本の地域別将来推計人口」（平成３０年３月国立社会保障・人口問題

研究所）によると、我が国の総人口は、２０４５年には、２０２０年の８４．

９％まで減少するとされている。東北６県では、これを上回るペースで人口

が減少し、県単位で見た場合、減少割合が最も高い秋田県では、６２．９％

（資料１）となる。地域包括ケアを担う市町村で見た場合には、人口が半減

するところも出てくる(資料２)。 

 

（２）公共交通機関の状況 

全国的に見ても、人口減少、過疎化の進展等を背景に鉄道・乗合バスの利

用者はコロナ禍以前から減少を続けており厳しい経営状況に置かれている

（資料３）。また、ＪＲ東日本が令和４（２０２２）年１１月に「利用の少

ない線区」として公表した６６区間（資料４）には東北地方の線区が多数含

まれ公共交通機関を取り巻く状況は厳しさを増している。 
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（３）医療、介護人材について 

厚生労働省の検討会医療従事者の需給に関する検討会医師需給分科会及

び同検討会看護職員需給分科会の推計によると、東北６県においては、シナ

リオによる相違はあるものの多くの県において、将来的に医師、看護職員の

不足が見込まれている（資料５・６）。また、介護職員については、厚生労

働省の「第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について」によ

ると、現状のままでは、将来、東北６県すべてにおいて、不足するとされて

いる（資料７）。 

 

３２ 地域包括ケアシステムにおける ICT の活用の場面と効果 

（１）地域包括ケアシステムにおける ICT 活用の当事者 

〇 資料８の図は利用者・サービス提供者・行政（市町村）の ICT の活用の場

面を模式化したもの（資料８）である。この図では、ICT を活用する者とし

て、サービス利用者及びその家族等（以下「サービス利用者等」 という。）、

サービス提供者、行政担当者を掲げをあげている。 

 

（２）サービス利用等の各場面での ICT の活用 

〇 既に実用段階のものもあるが ICT 技術が進歩した将来の姿として、より

具体的に、サービス利用申請、相談からサービスの利用、関係者の情報共有、

サービス提供者の行政との手続きの各段階で ICT の活用場面を例示したも

のが(資料 9)である。 

ICT の活用によりサービス利用者等が行政窓口に赴くことなく申請を行

う、行政担当者、サービス提供者がサービス利用者の自宅等に赴くことなく

サービス利用者等の状況を把握することが可能となり物理的移動の負担軽

減が図られるほか、居宅、介護施設等のサービス提供場所において介護ロボ

ット等を活用することによりサービス提供現場における業務負担の軽減が

図られる。、 

また、スマートフォン、ウェアラブル端末等の既存技術の活用によりサー

ビス利用者等の状況の共有や情報共有の効率化が図られるといった効果が

期待でき、ひいては、アセスメントの効率化、サービスの質の向上、アウト

カム重視のサービスの推進が図られるといった ICT 活用の効果が期待でき

る。 

 

４３ ICT 活用の基本的考え方 

地域包括ケアシステム総体として、ICT を普及させ、効果的に活用していく



機密性２： 

ためには、地域における情報基盤の整備、情報セキュリティの確保、必要な財

源の確保が不可欠であることは言うまでもないが、これらに併せて、３で示し

た将来の地域包括ケアシステムを構築していくためには、次に掲げる基本的

な考え方をもとに、先端技術だけでなく、既存技術の利用、応用により身近な

ところから着実にICT活用の取組みを進めていくことが次の点が重要である。 

 

（１）統合性 

   ICT を有効に活用していくためには、個々の利用場面だけを想定して導入

するのではなく、介護施設等であれば施設全体の機能を、地域であれば、地

域全体を統合的に考えて導入し、活用する必要がある。 

 

（２）マネジメント 

  ICT の統合的な導入、活用のためには、それをマネジメントできるだけの

人材教育を行うなどしてや機能を介護施設等や、地域に配置・整備する必要

がある。 

 

（３）利用者の視点 

  地域包括ケアシステムの中で ICT を利用する者の属性や状態は様々であ

り、サービスの提供にあたっては、それに応じた ICT の活用を考えていく必

要がある。 

 

（４）既存技術の活用 

  地域において ICT の活用を普及させていくためには、最先端の技術の活

用だけではなく、既に普及している技術の利用や標準化を図るとともに、地

域の実情に応じて本来の利用効果に限らず複合的な効果を勘案しながら利

用、応用していくことが必要である。 

 

 

５４ ICT 活用の課題及びその解決策 

  ４３の基本的考え方に基づき、今後、ICT 活用を広く普及させていくために

は、そもそもの地域における情報基盤の整備という課題のほか、次に掲げる課

題がある。 

（１）マネジメント人材の育成 

地域包括ケアシステムの維持のための効果的な ICT の活用には、地域の

実情（情報基盤や医療・介護の資源の状況など）に応じた対応が必要となる

ほか、介護施設等において、その必要性、導入の優先順位等についての認識



機密性２： 

に相違がある場合があるが、ICT についての情報を有し、認識の相違を調整

して、円滑に導入、維持・管理することができる人材が求められる。 

 

解決策：ICT 導入を円滑に進めるための手法の普及 ICT 導入のためのガイド

ラインの作成、普及 

    既存の施設管理者研修などに ICT マネジメントに関する内容を追

加人材育成のための研修 

    社会福祉協議会など外部機関の活用 

 

（２）ICT に関する情報の普及、情報格差 

   「介護ロボット・ICT 等テクノロジーの情報が少ない（何があるのか、ど

う使われているか分からない）」、「情報収集したいが近隣施設の導入や活

用状況がわからない」、「技術的に使いこなせるか心配である」といった声

があり、ICT・介護ロボットの活用に関する情報の普及が遅れによりテクノ

ロジーが活かされていない。また、独居の高齢者などが ICT を活用できるか

といった情報格差の問題もある。 

 

  解決策：ICT・介護ロボットに関する情報発信（機器・技術・導入事例等）

の充実（情報サイトの整備など） 

      ICT・介護ロボット普及のための人材（コーディネーター）育成 

情報格差をなくすための教育・相談体制の充実 

社会福祉協議会などの活用 

 

（３）既存技術の活用 

   誰もが抵抗感なく ICT を活用するようになるためには、ICT に関する情報

の普及とともに、既に日常的に利用されている機器をサービス提供に応用す

るという視点、考え方を普及させる必要がある。 

 

  解決策：既存技術の応用事例に関する情報の普及既存技術を活用できる人

材の育成 

 

 

（４）問題発生時の対応 

   ICT・介護ロボットの導入、活用については、「誤動作に不安がある」と

いった声もあり、特に在宅で安心して利用するためには、事故等が発生した

場合の対応や責任の所在とや損害が発生した際の補償の在り方を明確化し
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ておく必要がある。 

 

  解決策：ICT・介護ロボットの事故対応の損害保険の導入 

      誤作動やシステムダウン時のバックアップ体制の整備 

 

（５）費用負担 

   ICT・介護ロボットについては、介護施設における導入費用、維持費の高

さが指摘されており、また、在宅で活用する場合の費用負担の在り方につい

ても整理しておく必要がある。 

 

  解決策：介護保険による対応（介護報酬におけるソフトウェアの利用を含め

た ICT・介護ロボット利用の位置付けの明確化） 

      ICT・介護ロボット利用促進に関する通信会社等の民間サービスと

の協同（高齢者見守りサービスなど） 
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（別紙１） 

 

地域包括ケアシステム維持のための ICT の活用に関する研究会 

 構成員名簿 

 

 

大坂
おおさか

 純
じゅん

   東北こども福祉専門学院 副学院長 

 

佃
つくだ

  悠
はるか

   東北大学 大学院工学研究科都市・建築学専攻 准教授 

 

平田
ひ ら た

 泰
やす

久
ひさ

   東北大学 大学院工学研究科ロボティクス専攻 教授 

 

〇藤田
ふ じ た

 一郎
いちろう

   東北大学 大学院法学研究科公共政策大学院 教授 

（東北厚生局地域共生・地域づくり推進本部参与） 

 

（五十音順） 

〇は座長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



機密性２： 

地域包括ケアシステム維持のための ICT の活用に関する研究会 

 開催状況 

 

第１回：令和４年１２月２３日（金） 

   （主な議事等） 

    ・座長選任 

    ・地域包括ケアシステムをめぐる現状認識及び将来的課題 

 

第２回：令和５年１月２７日（金） 

（主な議事等） 

    ・ICT の活用場面と課題について 

 

第３回：令和５年４月２６日（水） 

（主な議事等） 

    ・有識者からのヒアリング 

     「介護ロボット導入支援の取組み事例から見えた課題」 

      青森県社会福祉協議会介護啓発・福祉機器普及センター 

      所長 青田 俊枝様 

     「日本とフィンランドの高齢者住宅居住者の暮らしの比較調

査」ほか 

      東北工業大学 副学長・建築学部長 教授 石井 敏様 

 

第４回：令和５年５月３１日（水） 

（主な議事等） 

        ・ICT 活用の課題とその解決策について（これまでの議論を踏ま

えた検討） 

 

第５回：令和５年６月１５日（木） 

（主な議事等） 

 

 

第６回：令和５年７月２０日（木） 

（主な議事等） 

   

（別紙２） 
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参考資料集

第4回地域包括ケアシステム維持のためのICTの活用に関する研究会参考資料集

・資料１：東北地方における人口減少(全国と東北６県の比較)
・資料２：東北地方において人口減少が特に著しい市町村（上位１０市町村）
・資料３：公共交通機関の減少
・資料４：利用者の少ない線区の経営情報
・資料５：２０３６年時点における医師不足数等
・資料６：２０２５年の看護職員需給推計
・資料７：第8期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数
・資料８：サービスへの物理的アクセスの困難化
・資料９：ICTの活用場面



2
出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を加工して作成

〇東北地方における人口減少等

2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年 2020年 2025年 2030年 2035年 2040年 2045年
全国 125,325 122,544 119,125 115,216 110,919 106,421 100.0 97.8 95.1 91.9 88.5 84.9

青森県 1,236 1,157 1,076 994 909 824 100.0 93.6 87.1 80.4 73.5 66.6

岩手県 1,224 1,162 1,096 1,029 958 885 100.0 94.9 89.5 84.0 78.2 72.3

宮城県 2,296 2,227 2,144 2,046 1,933 1,809 100.0 97.0 93.4 89.1 84.2 78.8

秋田県 956 885 814 744 673 602 100.0 92.6 85.2 77.8 70.4 62.9

山形県 1,072 1,016 957 897 834 768 100.0 94.7 89.3 83.6 77.7 71.7

福島県 1,828 1,733 1,635 1,534 1,426 1,315 100.0 94.8 89.5 83.9 78.0 71.9

県
総人口（1,000人） 令和２（2020）年の総人口を100としたときの総人口の指数

（資料１）



3出典：国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」を加工して作成

〇東北地方において人口減少が著しい市町村（上位１０市町村）
（資料２）



（資料３）

〇公共交通機関の減少

（出典）令和４年度第１回（第２０回）交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会資料 4



（資料３）

〇公共交通機関の減少

（出典）令和４年度第１回（第２０回）交通政策審議会交通体系分科会地域公共交通部会資料 5



（資料４）

〇利用の少ない線区の経営情報

6



（資料４）
〇利用の少ない線区の経営情報

7



（資料４）〇利用の少ない線区の経営情報

8



（資料５）

〇2036年時点における医師不足数等

9



（資料５）

〇2036年時点における医師不足数等

（出典）厚生労働省「医療従事者の需給に関する検討会 医師需給分科会第４次中間取りまとめ」10



（資料６）
〇2025年の看護職員需給推計

（出典）厚生労働省「医療従事者の需給に関する検討会看護職員需給分科会
中間とりまとめ」

11



（資料７）

〇第8期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数

12



（資料７）

〇第8期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数

（出典）厚生労働省「第８期介護保険事業計画に基づく介護職員の必要数について」
13



（資料８）

〇サービスへの物理的アクセスの困難化

14



1  介護サービスの利用申請、相談（利用者⇔市町村等）

<ICT活用の場面>

オンラインによる要介護認定申請

遠隔機器による認定調査

オンラインによるケアプラン作成
※居宅介護支援事業者、地域包括支援センター

出典:厚生労働省HP
15

（資料９）
〇 ＩＣＴの活用場面



要
介
護
認
定
の
申
請

2 サービス利用（利用者⇔サービス提供者）
（1）在宅サービス

① 訪問介護
<ICT活用の場面>

オンラインによる申込み

オンラインによる関係者の連携

介護ロボットの活用による介護
（パワーアシストによる移乗支援、

入浴支援等）

市町村等

利 用 者

サービス提供事業者

認
定

サ
ー
ビ
ス
提
供
の
依
頼

訪
問
・
説
明

契
約

サ
ー
ビ
ス
提
供

〇食事・排泄・入
浴などの介護

〇掃除、洗濯、買
物などの生活援助

16

（資料９）



② 訪問看護

出典:公益社団法人山形県看護協会HP

<ICT活用の場面>

オンラインによる申込み

オンラインによる関係者の連携

訪問看護は、利用者が可能な限り自宅で自立した日常生
活を送ることができるよう、利用者の心身機能の維持回
復などを目的として、看護師なとが疾患のある利用者の
自宅を訪問し、主治医の指示に基づいて療養上の世話や
診療の補助を行う。

介護ロボットの活用による看護
（機器による見守り、通報）

遠隔からの医師の指示による看護

17

（資料９）



<ICT活用の場面>

オンラインによる医師への診療に必要な情報
を提供

オンラインによる診察、患者への指示

③ 在宅診療

出典:令和4年3月15日
第5回デジタル田園都市国家構想実現会議 厚生労働省資料

18

（資料９）



<ICT活用の場面>

オンラインによる医師への診療
に必要な情報を提供

オンラインによる診察、患者への
指示

④ 医療MaaS

出典:伊那市HP

医療品等を搭載した車両に運転手＋看護師が同乗し患者宅へ向かい、
患者と病院にいる医師をテレビ会議システムでつなぎ、車内で診療を
行う。

19

（資料９）



⑤ 在宅遠隔見守り

<ICT活用の場面>

オンラインによる見守り者との
体調等情報共有、相談等

出典:厚生労働省HP 20

（資料９）



出典:国立開発研究法人日本医療研究開発機構 介護ロボットポータルサイト

⑥ 在宅における介護ロボットの利用

<ICT活用の場面>

ドローンによる医薬品等の宅配⑦ 宅配

<ICT活用の場面>

・異常検知
・異常発生時の緊急連絡
・高齢者への声掛け 等

21

（資料９）



（2）通所サービス

通所介護

施設での食事や入浴などの日常生活上
の支援、生活機能向上のための機能訓練、
口腔機能向上サービスなどを日帰りで提
供。生活機能向上グループ活動などの高
齢者同士の交流。

<ICT活用の場面>

オンラインによる申込み

利用者の情報共有

オンラインによる指導

介護ロボットの活用による支援
・移乗支援
・移動支援
・入浴支援

等

22

（資料９）



① 介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）
<ICT活用の場面>

介護ロボットの活用による支援
・移乗支援
・移動支援
・排泄支援
・見守り・コミュニケーション
・入浴支援
・介護業務支援（情報の収集・蓄積・活用）

（3）施設サービス

② 介護老人保健施設

※ この他、施設という物理的側面からみると、グループホーム、有料老人ホーム、サ高住、
ケアハウスなどがあります。

23

（資料９）



出典:厚生労働省HP

（参考）ロボット技術の介護利用における重点分野

24

（資料９）



出典:厚労省HP

① 在宅医療と介護の連携（全体像）
3 関係者の情報共有（サービス提供者⇔サービス提供者）

<ICT活用の場面>

各場面でのオンラインによる
関係者の連携

25

（資料９）



② 医療と医療の連携（専門医による遠隔診療サポート・患者情報の共有）

出典:令和4年3月15日
第5回デジタル田園都市国家構想実現会議 厚生労働省資料

<ICT活用の場面> オンラインによる医師間の情報の共有、施術の実施

26

（資料９）



① 介護サービス事業者の指定（許可）申請

介護保険法に基づく居宅サービス事業者、居宅介護支援事業者、介
護予防サービス事業者及び介護保険施設の指定（許可）を受けるた
めの申請

申請 審査 指定
（許可）

行 政

サービス提供者

4  サービス提供者の行政との手続き（サービス提供者⇔行政）

<ICT活用の場面>

オンラインによる申請・審査

27

（資料９）



② 介護保険施設・事業者に対する指導監督

行 政

介護保険施設・事業者

行政指導
（集団指導・
運営指導）

不正等の疑い
が発覚すれば
監査へ移行

監 査

<ICT活用の場面>

オンラインによる遠隔指導

遠隔機器による事実関係等調査

28

（資料９）



機密性２  
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地域包括ケアシステム維持のための ICTの活用に関する研究会（第５回）議事概要 

 

１ 日 時 令和５年６月 15日（木） 14:00～15:00 

 

２ 場 所 東北厚生局 16階会議室 

 

３ 出席 者  

  （構成員） 

藤田構成員（座長）、大坂構成員、佃構成員、平田構成員 

  （事務局） 

  井原局長、鈴木健康福祉部長、宮澤地域包括的支援構築施策分析官、 

佐藤地域包括ケア推進課長 

 

４ 議事概要 

事務局より資料１、２に基づき、第４回研究会での各構成員からの意見と対応案の

整理、それを踏まえた報告書（案）について説明。その後、質疑、意見交換が行われ

た。 

 

〔主な意見〕 

＜報告書（案）について＞ 

○５（１）及び（２）の解決策において「社会福祉協議会などの活用」とあるが、「活

用」ではなく関係性を踏まえた言葉で表現できないか。 

○５（５）の解決策において役割分担をして進めるという意味で「協同」を用いてい

るが、福祉関係者が使い慣れている「協働」あるいは「連携」が適当ではないか。 

○５（５）の解決策において、全般として「誰」に対するものなのか主体が曖昧。「１ 

はじめに」で主体・相手方を明確に記載してはどうか。 

○報告書の前提として、ＩＣＴを上手く活用できていないということだけが伝わり、 

ＩＣＴと地域包括ケアシステムの関わり、ＩＣＴによりどうなるのかが見えない。 

○報告書が地域包括ケアに関する知識が十分でない方であっても理解できるよう、 

地域包括ケアシステムについての説明を盛り込んではどうか。 

○ＩＣＴの活用によりサービス利用者の様々なデータが蓄積されることとなる。これ

らのデータの分析・活用がより効果的なサービス提供につなげることも考える必要

がある。 

○報告書に対応したイラスト等を入れると非常に分かりやすいのではないか。 

○既存技術の捉え方が受け手によって違うので、例を記載してはどうか。 

○解決策の記載に相談体制の充実とあるが、相談の敷居を低くし、相談先を明確にし



機密性２  

 

2 

 

ておくことが重要である。 

○要介護の人のためだけでなく、今後も元気でいてもらうためにＩＣＴを活用するこ

とが重要である。 

○介護予防教室の中でＩＣＴの活用について取り入れることができると良い。 

 

＜報告書の主体について＞ 

○本報告書が東北６県、管内市町村の方々の地域包括ケアシステムの維持に向けての

ものであれば、研究会での議論・検討を踏まえ「東北厚生局」において取りまとめ

たものとしたほうが良いのではないか。 

 

 

 

以上 




